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はじめに 

 

十日町市では、合併後の平成 17年度決算から「総務省方式」で、そして平成 20年度決算から

は新たな基準である「総務省方式改訂モデル」で財務書類を作成してきました。 

しかし、財務書類の作成方式が複数あり、地方公共団体間の比較が困難なことなどから、国は、

全ての地方公共団体に対し、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした統一的な基準に

よる財務書類の作成を行うよう要請しました。 

これを受け、当市でも平成 28年度決算から統一的な基準による財務書類を作成しています。 

 

※地方公会計について 

 地方公共団体における現行の予算・決算制度は、予算の適正・確実な執行を図るという観点か

ら、単式簿記による現金主義会計を採用していますが、この現金主義会計では現金支出を伴わな

いコストの把握ができません。 

 そこで、複式簿記による発生主義会計の手法により、資産・負債などのストック情報や減価償

却費等の目に見えないコスト情報などを補完し、地方公共団体におけるフルコストを把握するこ

とが、地方公会計の狙いです。 

 

※統一的な基準と総務省方式改訂モデルとの主な違いについて 

 
統一的な基準 総務省方式改訂モデル 

会計処理方法 

複式簿記・発生主義会計に基づき、

歳入歳出執行伝票等を複式仕訳し

て作成 

地方財政状況調査（決算統計）の数値を基

に作成 

固定資産台帳の

整備 

所有するすべての固定資産につい

て、取得価額や耐用年数等のデー

タを網羅した台帳の整備が必要 

固定資産台帳の整備は不要 

（地方財政状況調査における普通建設事

業費の積上げにより簡便的に固定資産を

算定） 

比較可能性の確

保 

全ての地方公共団体において基準

が統一されるため、団体間での比

較が可能 

他の基準を採用している地方公共団体と

の比較が不可能 

 

※対象の範囲について 

一般会計における「一般会計等財務書類」と、公営企業会計・特別会計を含めた「全体財務書

類」、更には一部事務組合、外郭団体等を含めた「連結財務書類」を作成しています。 
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１ 財務書類について 

 「財務書類」とは、地方公共団体等の一定の基準により作成する一連の決算資料のことを言い、

企業会計では「財務諸表」と呼ばれているものです。 

 企業会計の財務諸表では、基本となる４表として「貸借対照表」「損益計算書」「株式資本等変

動計算書」「資金収支計算書」が作成されます。本財務書類でも基本となる表は４つで、「貸借対

照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計算書」「資金収支計算書」です。 

 

（１） 貸借対照表…資産（土地や建物など）と、その財源となる負債（地方債など）のバランスを示したもの 

 貸借対照表は、市が所有している資産や負債がどのくらいあり、そのバランスはどうなってい

るのかを示したもので、バランスシートとも呼ばれています。 

 市の通常の決算では、現金部門では現金の流れだけ、財産部門では財産だけ、地方債部門では

地方債だけを計算するなど、ストックの各項目が個別ばらばらに計算されています。バランスシ

ートでは、資産と負債の対比をしながら、一体の表として表示しています。 

 

（２）行政コスト計算書…資産形成に結びつかないコストと、その対価として得られた収入を示したもの 

行政コスト計算書は、貸借対照表に表れる投資活動（施設を建てる、借入を行うなど）以外の

様々な行政サービスを提供するのに、どのくらいコスト（費用）がかかり、どのくらい受益者負

担があったかを示しています。企業会計でいう「損益計算書」にあたるものです。 

 市の通常の決算では、現金の収支だけが計算されています。しかし現金の動きだけでは、複数

年にわたって使用する建物などの購入費を単年度の費用としてのみしか表示することができま

せん。行政コスト計算書では、現金の動きが生じない減価償却費などのコストを計上することに

より、純粋に期間中にかかったコストを表示しています。 

 

（３） 純資産変動計算書…純資産（資産と負債の差額）の変動を示したもの 

純資産変動計算書は、貸借対照表上の純資産（資産と負債の差額）が変動した要因を表示しま

す。一見企業会計の「株主資本等変動計算書」に当たるもののように見えるかもしれませんが、

市では企業が行うような利益処分はしないため、中身は全く異なるものとなっています。行政コ

スト計算書が純資産の増減まで計算しない分、それを補う機能があるため、むしろ「損益計算書」

に近い性質を持った表となっています。 

純資産の増減は、企業会計での純損益に当り、市が黒字経営だったのか、赤字経営だったのか

を示します。本表で示される項目は、収入と資産に関することが主なので、費用面については行

政コスト計算書と純資産変動計算書を一体にみることで、企業会計の「損益計算書」と同等の情

報が得られます。 
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（４） 資金収支計算書…現金の流れを３区分に分類して示したもの 

資金収支計算書は、貸借対照表上の現金預金が変動した要因を示しています。企業会計での

「キャッシュ・フロー計算書」に当たります。 

これは現金主義的な財務状態を示す資料で、市でも「歳入歳出決算書」によりそれに近いも

のは作成しています。歳入歳出決算書では、「総務費」「教育費」など目的別の分類で、何にお

金を使ったかを主眼に表示されていますが、資金収支計算書では、「業務活動収支」「投資活動

収支」「財務活動収支」の３分類で集計されており、より財務状態を把握するのに適した形に

なっています。最も流動性が高い資産である現金の流れが健全であるか、どうかが分かるため、

企業会計でも基本２表（貸借対照表・損益計算書）の次に重視される資料です。 

 

 

 ◎財務４表の関係 

  【貸借対照表】                【行政コスト計算書】 

     （資産の状況とその財源）           （１年間に要した行政サービスのコスト） 

 

 

 

 

 

 

 

  【資金収支計算書】              【純資産変動計算書】 

   （１年間の資金（歳計現金）の流れ）           （１年間の純資産の動き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※矢印で示す項目の金額は一致する関係にあります。 

 

 

 

資産の部 

・・・・ 

・・・・ 

 

 

・・・・ 

負債の部 

うち現金預金 

純資産の部 

経常費用 

― 

経常収益 

＝ 

 

経常収益 

― 

経常収益 

＝ 

 

臨時損失 

― 

経常収益 

＝ 

 

臨時利益 

― 

経常収益 

＝ 

 

 

― 

経常収益 

＝ 

 

純行政コスト 

前年度末残高 

― 

経常収益 

＝ 

 

 

― 

経常収益 

＝ 

 

財源 

― 

経常収益 

＝ 

 

固定資産等の変動 

― 

経常収益 

＝ 

 

 

― 

経常収益 

＝ 

 

本年度末残高 

純行政コスト 

業務活動収支 

― 

経常収益 

＝ 

 

投資活動収支 

― 

経常収益 

＝ 

 

財務活動収支 

― 

経常収益 

＝ 

 

前年度末残高 

― 

経常収益 

＝ 

 

 

― 

経常収益 

＝ 

 

本年度末残高 

＋本年度末歳計外現金残高 
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２ 財務書類の作成方法等について 

（１) 作成の基本的前提 

① 財務書類の作成基準 

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の全てについては、

「統一的な基準」に則って作成しています。 

 

② 対象会計等の範囲 

（ア）一般会計等財務４表 

・一般会計および地方公営事業会計以外の特別会計で作成（地方公共団体の財政の健全化

に関する法律第２条第１号に規定する「一般会計等」と同じ） 

 （注）十日町市において「一般会計等」に該当する会計は、一般会計のみとなります。 

（イ）全体財務４表 

 『（ア）一般会計等財務４表』に次の会計を加えて作成 

・特別会計（地方財政状況調査上の公営事業会計） 

・企業会計 

（ウ）連結財務４表 

  『（イ）全体財務４表』に次の外郭団体を加えて作成 

 ・一部事務組合及び広域連合 

 ・第三セクター等 

 

③ 対象年度 

対象年度は令和５年度で、令和６年３月 31 日を作成基準日としています。なお、出納整

理期間における出納については、基準日までに終了したものとして処理しています。 

 

④ 作成基礎データ 

一般会計等財務４表および全体財務４表については、歳入歳出執行データ、歳入歳出決

算書、各種台帳、地方財政状況調査などの数値を基礎として作成しています。連結財務４

表については、これに加えて各団体の会計基準に基づく決算書等の数値を用いて作成して

います。また、連結対象の各会計・団体間の内部取引は消去して作成しています。 

なお市民一人当たり額の算出においては、令和６年 3月 31 日現在の住民基本台帳人口 

47,627人を採用しています。 
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◇第三セクター等の連結について 

第三セクター等は、原則50％以上の出資比率を連結の対象としていますが、50％未満であっても財政支

援などの状況により連結対象とする場合があります。 

 

 

 

 

 

 

【十日町市】 

一般会計等（一般会計のみ） 

 

【特別会計】 

国民健康保険事業特別会計 

国民健康保険診療所特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険事業特別会計 

訪問看護事業特別会計 

【公営企業会計】 

水道事業会計（法適用） 

簡易水道事業会計（法適用） 

下水道事業会計（法適用） 

松之山温泉配当事業特別会計 

【一部事務組合】 

十日町地域広域事務組合 

津南地域衛生施設組合 

新潟県市町村総合事務組合 

魚沼地区障害福祉組合 

新潟県後期高齢者医療広域連合 

【第三セクター（民法法人）】 

（一財）十日町地域地場産業振興センター 

（公財）松之山農業担い手公社 

【第三セクター（商法法人）】 

当間高原開発㈱ 

㈱まちづくり川西 

中里地域開発㈱ 

㈱なかさと 

松代総合開発㈱ 

㈲湯米心まつのやま 

㈱オスポック 

連 結 

市 全 体 

対象会計範囲のイメージ 
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３ 一般会計等の貸借対照表について 

（１）貸借対照表の作成方法等について 

貸借対照表の作成方法等については、次のとおりです。 

 

 ※総務省改訂モデルとの違い 

 総務省改訂モデルとの大きな違いは固定資産の計上方法です。総務省改訂モデルでは、地方財

政状況調査における普通建設事業費の積上げにより簡便的に固定資産を算定していました。しか

し、統一的な基準では、所有するすべての固定資産について、取得価額や耐用年数等のデータを

網羅した『固定資産台帳』の整備が必須となり、それをもとに貸借対照表の固定資産を計上して

います。 

 

●資産の部 

項目 内容 

固
定
資
産 

有
形
固
定
資
産 

事業用資産 
インフラ資産及び物品以外の有形固定資産を計上していま

す。 

インフラ資産 
市民の社会生活の基盤となる資産をいい、道路、河川などを

計上しています。 

物品 
地方自治法第 239 条第１項に規定するもので、取得価額が

100万円以上のものを計上しています。 

建設仮勘定 

工期が複数年度にまたがる建設中の建物など、完成前の有形

固定資産への支出を仮に計上しておく科目です。なお、資産

が完成した時点で、該当する有形固定資産の科目に振り替え

ます。 

無形固定資産 
ソフトウェアなどの、物的な形を持たない資産を計上してい

ます。 

投
資
そ
の
他
の
資
産 

投資及び出資金 
第三セクター等への出資金・出えん金や有価証券などを計上

しています。 

長期延滞債権 
収入未済額のうち、前年度以前に調定したものを計上してい

ます。 

長期貸付金 
地方自治法第240条第1項に規定する債権である貸付金のう

ち、流動資産に区分されるもの以外を計上しています。 

基金 
基金のうち流動資産に区分されるもの以外を計上していま

す。 

徴収不能引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損の実績率

等により、長期延滞債権のうち将来徴収不能になると見込ま

れる額を計上しています。 

流
動
資
産 

現金預金 

歳計現金及び歳計外現金の年度末残高を計上しています。現

金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物から構成され

ます。 

未収金 
収入未済額のうち、当年度に調定したものを計上していま

す。 
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基金 
財政調整基金および減債基金のうち流動資産に区分される

ものを計上しています。 

徴収不能引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損の実績率

等により、未収金のうち将来徴収不能になると見込まれる額

を計上しています。 

 

※固定資産の減価償却について 

固定資産については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号）」

に従い、定額法により減価償却を行います。 

 

●負債の部 

項目 内容 

固
定
負
債 

地方債 
市が事業実施のために借り入れた資金で、償還予定が 1年超

のものを計上しています。 

退職手当引当金 

当年度末において、在籍する全職員が自己都合により退職す

るものとして仮定した場合に支給すべき額を計上していま

す。 

損失補償等引当金 

外郭団体への損失補償債務について、地方公共団体の財政の

健全化に関する法律に基づく将来負担比率の算定に含めた

将来負担額を計上しています。 

流
動
負
債 

1年内償還予定地方債 1年以内に償還予定の地方債元金償還額を計上しています。 

賞与等引当金 
翌年度 6 月に支給予定の期末手当・勤勉手当及びそれに係る

法定福利費のうち、当年度の負担相当額を計上しています。 

預り金 

職員や市民等から一時的に預かった金銭などで、後日その者

に代わって第三者に支払うか又はその者に返金するための

ものを計上しています。 

 

●純資産の部 

資産形成のための財源のうち、負債以外のものを計上しています。 

項目 内容 

固定資産等形成分 

資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金

銭以外の形態（固定資産、貸付金や基金等）で保有されます。

イメージとしては、税収等から行政コストを差し引いた金額

（つまり自治体としての利益）のうち、固定資産の取得に充

当された額を計上しているものです。具体的には、固定資産

残高に、流動資産のうち基金を足した額を計上します。 

余剰分（不足分） 

地方債の発行などをしている地方公共団体は、この数値がマ

イナスになる場合が多く、将来世代の負担となる地方債、引

当金などがどの程度あるかを表しています。具体的には、基

金を控除した後の流動資産残高から負債合計額を引いた額

を計上します。 
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一般会計等 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 251,953,027   固定負債 40,724,438

    有形固定資産 244,798,690     地方債 37,566,237

      事業用資産 53,787,592     長期未払金 -

        土地 10,411,686     退職手当引当金 3,096,238

        立木竹 2,578,340     損失補償等引当金 27,500

        建物 92,069,916     その他 34,463

        建物減価償却累計額 -56,561,696   流動負債 5,124,067

        工作物 10,881,151     １年内償還予定地方債 4,779,785

        工作物減価償却累計額 -6,079,964     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 252,570

        航空機 -     預り金 91,712

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 45,848,505

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 488,159   固定資産等形成分 254,770,516

      インフラ資産 189,541,169   余剰分（不足分） -43,694,317

        土地 134,352,505

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 97,250,835

        工作物減価償却累計額 -43,170,835

        その他 1,175

        その他減価償却累計額 -263

        建設仮勘定 1,107,752

      物品 5,532,288

      物品減価償却累計額 -4,062,359

    無形固定資産 6,583

      ソフトウェア 6,583

      その他 -

    投資その他の資産 7,147,753

      投資及び出資金 1,401,186

        有価証券 1,124,526

        出資金 276,660

        その他 -

      投資損失引当金 -47,046

      長期延滞債権 91,054

      長期貸付金 322,436

      基金 5,395,147

        減債基金 -

        その他 5,395,147

      その他 -

      徴収不能引当金 -15,024

  流動資産 4,971,677

    現金預金 2,110,129

    未収金 52,765

    短期貸付金 -

    基金 2,817,489

      財政調整基金 2,517,238

      減債基金 300,251

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 -8,706 純資産合計 211,076,199

資産合計 256,924,704 負債及び純資産合計 256,924,704

貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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一般会計等 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 5,290   固定負債 855

    有形固定資産 5,140     地方債 788

      事業用資産 1,129     長期未払金 -

        土地 219     退職手当引当金 65

        立木竹 54     損失補償等引当金 1

        建物 1,933     その他 1

        建物減価償却累計額 -1,188   流動負債 108

        工作物 229     １年内償還予定地方債 100

        工作物減価償却累計額 -128     未払金 -

        船舶 -     未払費用 -

        船舶減価償却累計額 -     前受金 -

        浮標等 -     前受収益 -

        浮標等減価償却累計額 -     賞与等引当金 6

        航空機 -     預り金 2

        航空機減価償却累計額 -     その他 -

        その他 - 負債合計 963

        その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

        建設仮勘定 10   固定資産等形成分 5,349

      インフラ資産 3,980   余剰分（不足分） -917

        土地 2,821

        建物 -

        建物減価償却累計額 -

        工作物 2,042

        工作物減価償却累計額 -906

        その他 0

        その他減価償却累計額 0

        建設仮勘定 23

      物品 116

      物品減価償却累計額 -85

    無形固定資産 0

      ソフトウェア 0

      その他 -

    投資その他の資産 150

      投資及び出資金 29

        有価証券 23

        出資金 6

        その他 -

      投資損失引当金 -1

      長期延滞債権 2

      長期貸付金 7

      基金 113

        減債基金 -

        その他 113

      その他 -

      徴収不能引当金 0

  流動資産 105

    現金預金 45

    未収金 1

    短期貸付金 -

    基金 59

      財政調整基金 53

      減債基金 6

    棚卸資産 -

    その他 -

    徴収不能引当金 0 純資産合計 4,432

資産合計 5,395 負債及び純資産合計 5,395

市民１人当たりの貸借対照表

《令和6年3月31日現在人口　47,627人》
　（令和6年3月31日現在）
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４ 一般会計等の行政コスト計算書について 

（１）行政コスト計算書の作成方法等について 

行政コスト計算書の作成方法等については、次のとおりです。 

 

※総務省改訂モデルとの違い 

総務省改訂モデルとの大きな違いは、臨時損益が、総務省改訂モデルでは純資産変動計算書

に計上されていましたが、統一的な基準では行政コスト計算書へと計上箇所が変更されている

ことです。その他は、科目名称や区分が若干変更されていることなど、細かな違いはあります

が大きな違いはありません。 

 

●作成方法 

項目 内容 

純
経
常
行
政
コ
ス
ト 

経
常
費
用 

業
務
費
用 

人
件
費 

職員給与費 
職員給与費等から退職手当や前年度賞与等引当金計上額

を除いた金額を計上しています。 

賞与等引当金 

繰入額 
賞与等引当金の当該年度発生額を計上しています。 

退職手当 

引当金繰入額 
退職手当引当金の当該年度発生額を計上しています。 

その他 上記以外の人件費を計上しています。 

物
件
費
等 

物件費 
職員旅費、委託料、消耗品といった消費的性質の経費であ

って、資産計上されないものを計上しています。 

維持補修費 施設などの維持修繕経費を計上しています。 

減価償却費 

固定資産の価値減少分として認識される期間コストで、資

産の種類や耐用年数に応じて計算した額を計上していま

す。 

その他 上記以外の物件費等を計上しています。 

そ
の
他
の 

業
務
費
用 

支払利息 地方債等に係る利子支払額を計上しています。 

徴収不能引当

金繰入額 
徴収不能引当金の当該年度発生額を計上しています。 

その他 上記以外のその他の業務費用を計上しています。 

移
転
費
用 

補助金等 
他の地方公共団体や一部事務組合、民間などに対する補助

金、負担金を計上しています。 

社会保障給付 社会保障給付としての扶助費等を計上しています。 

他会計への繰出金 特別会計などの他会計に対する繰出金を計上しています。 

その他 上記以外の移転費用を計上しています。 
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項目 内容 

 

経
常
収
益 

使用料及び手数料 

本市がその活動として一定の財・サービスを提供する場合

に、その対価として使用料・手数料の形態で徴収した金銭

を計上しています。 

その他 上記以外の経常収益を計上しています。 

純経常行政コスト 

経常費用から経常収益を差し引いた額で、企業会計に例え

れば経常利益に相当するものです。本市において経常的に

発生する純コストの水準を示しています。 

 

臨
時
損
失 

災害復旧事業費 災害復旧に関する費用を計上しています。 

資産除売却損 
資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額及

び除却した資産の除却時の帳簿価額を計上しています。 

投資損失引当金繰入額 投資損失引当金の当該会計年度発生額を計上しています。 

損失補償引当金繰入額 損失補償引当金の当該会計年度発生額を計上しています。 

その他 上記以外の臨時損失を計上しています。 

臨
時
利
益 

資産売却益 
資産売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額を計

上しています。 

その他 上記以外の臨時収益を計上しています。 

純行政コスト 

純経常行政コストに臨時損失及び臨時利益を加減算した

額で、全ての費用・収益を反映した 1年間のコストの純額

を表してします。 

この収益により賄いきれなかった純行政コストは、市税や

地方交付税などの一般財源や国県等補助金などの収入に

より賄われることになります（純資産変動計算書で示され

ます）。 
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（単位：千円）

行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 29,754,925

    業務費用 17,526,792

      人件費 4,231,683

        職員給与費 3,542,734

        賞与等引当金繰入額 3,861

        退職手当引当金繰入額 63,772

        その他 621,317

      物件費等 12,930,951

        物件費 7,454,120

        維持補修費 724,832

        減価償却費 4,751,999

        その他 -

      その他の業務費用 364,158

        支払利息 126,841

        徴収不能引当金繰入額 -2,881

        その他 240,198

    移転費用 12,228,133

      補助金等 7,308,595

      社会保障給付 2,970,136

      他会計への繰出金 1,941,934

      その他 7,468

  経常収益 1,107,933

    使用料及び手数料 359,661

    その他 748,273

純経常行政コスト 28,646,992

  臨時損失 1,171,596

    災害復旧事業費 15,099

    資産除売却損 3,159

    投資損失引当金繰入額 -

    損失補償等引当金繰入額 -2,200

    その他 1,182,513

純行政コスト 28,625,433

    その他 1,155,539

  臨時利益 1,193,156

    資産売却益 10,642
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（単位：千円）
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25
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25

25
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601

    その他

純行政コスト

    その他

  臨時利益

    資産売却益

    資産除売却損

    投資損失引当金繰入額

    損失補償等引当金繰入額

純経常行政コスト

  臨時損失

    災害復旧事業費

  経常収益

    使用料及び手数料

    その他

      社会保障給付

      他会計への繰出金

      その他

        その他

    移転費用

      補助金等

      その他の業務費用

        支払利息

        徴収不能引当金繰入額

        維持補修費

        減価償却費

        その他

        その他

      物件費等

        物件費

        職員給与費

        賞与等引当金繰入額

        退職手当引当金繰入額

  経常費用

    業務費用

      人件費

市民１人当たりの行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

《令和6年3月31日現在人口　47,627人》
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５ 一般会計等の純資産変動計算書について 

（１）純資産変動計算書の作成方法等について 

純資産変動計算書の作成方法等については、次のとおりです。 

 

※総務省改訂モデルとの違い 

前述のとおり、臨時損益が統一的な基準では行政コスト計算書に計上しています。その他は、

科目名称が変更されていることなど細かな違いはありますが、大きな違いはありません。 

 

●作成方法 

項目 内容 

前年度末純資産残高 前年度貸借対照表の純資産合計と一致します。 

純行政コスト（△） 
行政コスト計算書の純行政コストの額をマイナス（△）計

上します。 

財
源 

税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税等を計上しています。 

国県等補助金 国庫支出金及び県支出金を計上しています。 

本年度差額 

純行政コストと財源との差額です。つまり経常的事業が当

年度の財源をどの程度費消し、残余部分としてどの程度余

裕があるかが示されます。 

固
定
資
産
等
の
変
動 

有形固定資産等の増加 

有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増

加額又は有形固定資産及び無形固定資産の形成のために支

出（又は支出が確定）した金額を計上します。 

有形固定資産等の減少 

有形固定資産及び無形固定資産の減価償却相当額及び除売

却による減少額又は有形固定資産及び無形固定資産の売却

収入（元本分）、除却相当額及び自己金融効果を伴う減価償

却相当額を計上します。 

貸付金・基金等の増加 
貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額又は新たな

貸付金・基金のために支出した金額を計上します。 

貸付金・基金等の減少 
貸付金の償還及び基金の取崩等による減少額又は貸付金の

償還収入及び基金の取崩収入相当額を計上します。 

資産評価差額 有価証券等の評価差額を計上します。 

無償所管換等 
無償で譲渡または取得した固定資産の評価額等を計上しま

す。 

その他 上記以外の純資産及びその内部構成の変動を計上します。 

本年度純資産変動額 本年度の純資産の変動額が示されます。 

本年度末純資産残高 
前年度末純資産残高に本年度純資産変動額を加えたもので

す。また、貸借対照表の純資産合計と一致します。 
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（単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

前年度末純資産残高 209,414,487 255,753,214 -46,338,727

  純行政コスト（△） -28,625,433 -28,625,433

  財源 29,648,709 29,648,709

    税収等 22,997,178 22,997,178

    国県等補助金 6,651,530 6,651,530

  本年度差額 1,023,276 1,023,276

  固定資産等の変動（内部変動） -1,621,134 1,621,134

    有形固定資産等の増加 4,463,289 -4,463,289

    有形固定資産等の減少 -6,346,785 6,346,785

    貸付金・基金等の増加 1,324,829 -1,324,829

    貸付金・基金等の減少 -1,062,466 1,062,466

  資産評価差額 -80 -80

  無償所管換等 638,516 638,516

  その他 - - -

  本年度純資産変動額 1,661,712 -982,698 2,644,410

本年度末純資産残高 211,076,199 254,770,516 -43,694,317

純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計

15



６ 一般会計等の資金収支計算書について 

（１）資金収支計算書の作成方法等について 

一会計年度における行政活動にともなう現金等の資金の流れを「業務活動収支」「投資活動収 

支」「財務活動収支」の３つの区分に分けて表示します。 

また、資金収支計算書の本年度末現金預金残高は、貸借対照表の現金預金の金額と一致しま 

す。 

    

※総務省改訂モデルとの違い 

 総務省改訂モデルとの大きな違いは、各収支の部に分別して計上されていた、①地方債の発

行収入が財務活動収入に計上を一本化されたこと、②基金取崩の収入が投資活動収入に計上を

一本化されたことです。その他は、科目名称や収支区分が変更されていることなどの違いがあ

ります。 

 

○業務活動収支 

市が営む経常的な行政活動にともなう支出と収入を集計しています。支出のうち業務費用支

出として人件費や物件費等を、移転費用支出として補助金等や社会保障給付などを計上します。

収入としては、一般的な財源である税収等や国県等補助金などを計上します。そのほか、災害

復旧事業費などの臨時的な支出と収入もここに含まれます。 

 

○投資活動収支 

市が営む投資的事業に係る臨時・特別に発生する支出と収入を集計しています。支出として

は、公共施設等整備費や基金積立金、投資及び出資金、貸付金などを計上します。収入として

は、その財源となる国県等補助金や基金取崩、貸付金元金収入、資産売却収入などを計上しま

す。 

ただし、投資的事業に係る国県等補助金などはこの区分に計上されますが、一般財源は「業

務活動収支」に、地方債発行収入は「財務活動収支」に計上されるため、通常、投資活動収支

はマイナスになります。 

 

○財務活動収支 

地方債の償還や発行等にともない発生する支出と収入を集計しています。業務活動収入と投

資活動収支における余剰額または不足額がどのように処理されたかを表します。 
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（単位：千円）

資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 24,938,175

    業務費用支出 12,710,042

      人件費支出 4,164,050

      物件費等支出 8,178,952

      支払利息支出 126,841

      その他の支出 240,198

    移転費用支出 12,228,133

      補助金等支出 7,308,595

      社会保障給付支出 2,970,136

      他会計への繰出支出 1,941,934

      その他の支出 7,468

  業務収入 29,456,152

    税収等収入 22,996,907

    国県等補助金収入 5,361,161

    使用料及び手数料収入 359,883

    その他の収入 738,201

  臨時支出 1,155,876

    災害復旧事業費支出 15,099

    その他の支出 1,140,777

  臨時収入 1,183,237

業務活動収支 4,545,339

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,216,145

    公共施設等整備費支出 2,891,316

    基金積立金支出 1,017,093

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 307,736

    その他の支出 -

  投資活動収入 2,370,663

    国県等補助金収入 1,289,646

    基金取崩収入 753,022

    貸付金元金回収収入 294,682

    資産売却収入 33,313

    その他の収入 -

投資活動収支 -1,845,482

【財務活動収支】

  財務活動支出 5,299,792

    地方債償還支出 5,279,216

    その他の支出 20,575

  財務活動収入 2,772,900

    地方債発行収入 2,772,900

前年度末歳計外現金残高 86,708

本年度歳計外現金増減額 5,004

本年度末歳計外現金残高 91,712

本年度末現金預金残高 2,110,129

    その他の収入 -

財務活動収支 -2,526,892

本年度資金収支額 172,965

前年度末資金残高 1,845,451

本年度末資金残高 2,018,416
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重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としています。

　また、開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしています。

　なお、物品について取得原価または再調達原価が100万円未満のものについては計上しないこととしています。

②有価証券等の評価基準及び評価方法

　・出資金のうち、市場価格があるもの会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。 

　・出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額としています。

　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行う

　　こととしています。

　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしています。

③有形固定資産等の減価償却の方法

　・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　　定額法を採用しています。

　・無形固定資産

　　定額法を採用しています。

④引当金の計上基準及び算定方法

　・徴収不能引当金

　　過去3年間の平均不納欠損率により計上しています。

　・賞与引当金

　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。

　・退職給付引当金

　　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っています。

　・投資損失引当金

　　連結対象団体及び会計に対する、市場価格のない投資及び出資金のうち、実質価額が著しく低下したものについては実質価額と

　　取得価額との差額を計上しています。

　・損失補償等引当金

　　令和5年3月31日時点において当市で契約している損失補償債務を計上しています。

⑤リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。ただし、少額リース資産

　及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。

⑥資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としています。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでいます。

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税込方式によっています。 

重要な会計方針の変更等

　該当なし

重要な後発事象

　該当なし

偶発債務

①保証債務及び損失補償債務負担の状況

　（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していないものの内訳（貸借対照表計上額及び未計上額））　

（単位：千円）

貸借対照表計上額 未計上額

十日町福祉会 ― 27,500 ― 27,500

合計 ― 27,500 ― 27,500

②係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

該当なし

その他追加情報

①対象範囲（対象とする会計）　

　・一般会計

②地方自治法第235条の5の規定により出納整理期間を設けています。

　財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって

　会計年度末の計数としています。

③端数処理等

　各項目の金額を表示単位未満で四捨五入により処理しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。

④地方公共団体財政健全化法における健全化判断比率の状況

実質赤字比率 ―

連結実質赤字比率 ―

実質公債費比率 13.7%

将来負担比率 92.7%

事項 確定債務額
履行すべき額が確定しないもの

総額

一般会計等財務４表の注記
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⑤利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額　

　　  957,482 千円

⑥繰越事業に係る将来の支出予定額

　逓次繰越額

　　（一般会計） 　88,925 千円

　繰越明許費

　　（一般会計）1,226,327 千円

　事故繰越し額

　　（一般会計）　 79,234 千円

　繰越額合計

　　（一般会計）1,394,486 千円

⑦売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲　

　土地　　261,456 千円

⑧減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

　　積立不足なし

⑨基金借入金（繰替運用）の内容

（単位：千円）

基金の種類 繰替資金額

財政調整基金 1,784,415

減債基金 300,178

その他 2,657,293

⑩地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

        30,662,176 千円

⑪将来負担に関する情報（地方公共団体財政健全化法における将来負担比率の算定要素）

　イ．一般会計等に係る地方債の現在高       42,346,022 千円

　ロ．債務負担行為に基づく支出予定額        428,223 千円

　ハ．一般会計等以外の特別会計に係る地方債の償還に充てるための一般会計等からの繰入見込額       11,504,066 千円

　ニ．組合等が起こした地方債の償還に係る負担見込額       1,631,128 千円

　ホ．退職手当支給予定額に係る一般会計等負担見込額       3,096,238 千円

　ヘ．設立法人の負債の額等に係る一般会計等負担見込額        27,500 千円

　ト．連結実質赤字額      0 千円

　チ．組合等の連結実質赤字額に係る一般会計等負担見込額      0 千円

　リ．地方債の償還額等に充当可能な基金     6,807,487 千円

　ヌ．地方債の償還額等に充当可能な特定の歳入      1,098,512 千円

　ル．地方債の償還等に要する経費として基準財政需要額に算入されることが見込まれる額     39,013,477 千円

⑫地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

        34,463 千円

⑬純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

　　固定資産等形成分は、固定資産、基金の合計額になっています。

　　また、余剰分（不足分）は、流動資産のうち貸付金及び基金を除いた額に、負債の合計額を控除した金額になっています。

⑭基礎的財政収支

　3,090,768 千円

⑮既存の決算情報との関連性 

　　歳入歳出決算書の集計元となる歳入歳出執行伝票の集計に加えて、資産・負債などのストック情報や現金支出を伴わない

　コストを発生主義で認識しています。 

⑯資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額 

　　減価償却費等により差額が生じています。

⑰一時借入金の状況

  　資金収支計算書には、一時借入金の増減は含まれていません。 なお、一時借入金の借入限度額は5,000,000千円です。 

　支払利息のうち、一時借入金利子は225千円です。 

⑱重要な非資金取引 

　新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額　0千円
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８ 一般会計等財務４表の分析について 

（１）社会資本形成の将来世代負担比率 

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、負債による割合を見ることにより、将来世代によ

って負担する割合を見ることができます。この比率が低いほど、将来世代による負担が少ないこ

とになります。 

           地方債残高(※)        318億 70百万円 

          有形・無形固定資産     2,448億 5百万円 

 

※平成 29 年度決算より、地方債残高は、特例地方債（社会資本等形成に充当されない臨時財

政対策債や減税補塡債などの特例的な地方債）を控除した後の額とした。 

 

（２）有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

取得価額に対する減価償却累計額の割合（減価償却率）を算出することにより、耐用年数に対

して資産の取得からどの程度の年数が経過しているのかを把握することができます。この比率が

高い場合は、施設が全体として老朽化しつつあり近い将来に維持更新のための経費が必要となる

可能性があります。 

              減価償却累計額    1,058 億 13 百万円 

           償却資産取得価額 2,002 億 3百万円 

 

※平成 29 年度決算より、物品を除く有形固定資産で算出 

 

（３）歳入額対資産比率 

歳入合計に対する資産合計の比率を算出することで、ストック情報である資産の形成に何年分

の歳入が充当されたかを見ることができます。年数が多いほど社会資本整備が進んでいるといえ

ます。 

              資産合計    2,569 億 24百万円 

             歳入総額       376億 28百万円 

 

（４）受益者負担比率 

経常的な行政サービスに要したコストに対する、受益者が負担した使用料・手数料や分担金・

負担金などの割合です。この割合が低いほど、受益者負担分より市税や地方交付税などの一般財

源等の歳入でそのコストを賄っていることになります。 

 

              経常収益     11億 7 百万円 

             経常費用      297億 55百万円 

＝ 13.0％ （前年値：13.5％） 

（参考：R4 類似団体平均値：20.9％） 

＝ 52.9％ （前年値：51.3％） 

（参考：R4 類似団体平均値：65.2％） 

 

＝ 6.8 年 （前年値：6.5 年） 

（参考：R4 類似団体平均値：3.6 年） 

 

＝ 3.7％ （前年値：3.5％） 

（参考：R4 類似団体平均値：3.9％） 
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９ 全体財務４表 

     

  ・地方公共団体全体の貸借対照表 

 

  ・地方公共団体全体の行政コスト計算書 

    

  ・地方公共団体全体の純資産変動計算書 

 

  ・地方公共団体全体の資金収支計算書 

 

・地方公共団体全体財務４表の注記 
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全体会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 308,649,463   固定負債 83,045,056

    有形固定資産 300,779,121     地方債等 56,130,613

      事業用資産 54,183,586     長期未払金 -

        土地 10,452,853     退職手当引当金 3,512,544

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 27,500

        立木竹 2,578,340     その他 23,374,400

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 7,971,104

        建物 93,135,609     １年内償還予定地方債等 7,165,911

        建物減価償却累計額 -57,272,562     未払金 353,723

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 10,881,151     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -6,079,964     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 287,714

        船舶 -     預り金 91,712

        船舶減価償却累計額 -     その他 72,043

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 91,016,160

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 311,578,507

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -85,066,495

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 488,159

      インフラ資産 239,053,998

        土地 134,956,473

        土地減損損失累計額 -

        建物 4,338,344

        建物減価償却累計額 -1,049,317

        建物減損損失累計額 -

        工作物 154,150,832

        工作物減価償却累計額 -54,671,929

        工作物減損損失累計額 -

        その他 2,080

        その他減価償却累計額 -996

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,328,510

      物品 16,024,117

      物品減価償却累計額 -8,482,580

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 15,869

      ソフトウェア 6,583

      その他 9,285

    投資その他の資産 7,854,474

      投資及び出資金 1,401,186

        有価証券 1,124,526

        出資金 276,660

        その他 -

      長期延滞債権 114,781

      長期貸付金 322,436

      基金 6,082,313

        減債基金 -

        その他 6,082,313

      その他 -

      徴収不能引当金 -19,196

  流動資産 8,878,708

    現金預金 5,734,340

    未収金 238,818

    短期貸付金 -

    基金 2,929,044

      財政調整基金 2,628,793

      減債基金 300,251

    棚卸資産 6,510

    その他 -

    徴収不能引当金 -30,004

  繰延資産 - 純資産合計 226,512,012

資産合計 317,528,172 負債及び純資産合計 317,528,172

全体貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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（単位：千円）

    資産売却益 10,642

    その他 1,183,052

純行政コスト 40,566,149

    損失補償等引当金繰入額 -2,200

    その他 1,163,330

  臨時利益 1,193,694

  臨時損失 1,179,388

    災害復旧事業費 15,099

    資産除売却損 3,159

    使用料及び手数料 2,147,568

    その他 1,071,094

純経常行政コスト 40,580,455

      社会保障給付 2,970,136

      その他 8,916

  経常収益 3,218,662

        その他 429,012

    移転費用 21,250,302

      補助金等 18,271,250

      その他の業務費用 805,866

        支払利息 376,852

        徴収不能引当金繰入額 3

        維持補修費 854,109

        減価償却費 7,240,591

        その他 -

        その他 712,728

      物件費等 16,918,178

        物件費 8,823,478

        職員給与費 3,976,931

        賞与等引当金繰入額 11,780

        退職手当引当金繰入額 123,332

  経常費用 43,799,117

    業務費用 22,548,815

      人件費 4,824,771

全体行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額
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（単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体
出資等分

前年度末純資産残高 224,280,128 313,803,827 -89,523,699 -

  純行政コスト（△） -40,566,149 -40,566,149 -

  財源 40,774,443 40,774,443 -

    税収等 26,535,373 26,535,373 -

    国県等補助金 14,239,071 14,239,071 -

  本年度差額 208,294 208,294 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,863,755 2,863,755

    有形固定資産等の増加 5,724,391 -5,724,391

    有形固定資産等の減少 -8,901,000 8,901,000

    貸付金・基金等の増加 1,406,425 -1,406,425

    貸付金・基金等の減少 -1,093,571 1,093,571

  資産評価差額 -80 -80

  無償所管換等 638,516 638,516

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 1,385,155 - 1,385,155

  本年度純資産変動額 2,231,884 -2,225,319 4,457,204 -

本年度末純資産残高 226,512,012 311,578,507 -85,066,495 -

全体純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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（単位：千円）

前年度末歳計外現金残高 86,708

本年度歳計外現金増減額 5,004

本年度末歳計外現金残高 91,712

本年度末現金預金残高 5,734,340

財務活動収支 -3,501,110

本年度資金収支額 504,514

前年度末資金残高 5,138,114

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 5,642,628

    地方債等償還支出 7,720,334

    その他の支出 20,575

  財務活動収入 4,239,800

    地方債等発行収入 4,239,800

    その他の収入 -

    資産売却収入 33,313

    その他の収入 621,368

投資活動収支 -2,294,724

【財務活動収支】

  財務活動支出 7,740,910

    その他の支出 -

  投資活動収入 3,246,257

    国県等補助金収入 1,512,558

    基金取崩収入 784,127

    貸付金元金回収収入 294,891

  投資活動支出 5,540,981

    公共施設等整備費支出 4,134,476

    基金積立金支出 1,098,689

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 307,816

    災害復旧事業費支出 15,099

    その他の支出 1,148,568

  臨時収入 1,183,776

業務活動収支 6,300,348

【投資活動収支】

    税収等収入 26,552,295

    国県等補助金収入 12,948,701

    使用料及び手数料収入 2,150,176

    その他の収入 1,061,022

  臨時支出 1,163,667

    移転費用支出 21,266,700

      補助金等支出 18,271,250

      社会保障給付支出 2,970,136

      その他の支出 25,314

  業務収入 42,712,195

    業務費用支出 15,165,256

      人件費支出 4,697,409

      物件費等支出 9,653,039

      支払利息支出 376,392

      その他の支出 438,417

全体資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 36,431,956
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重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としています。

　また、開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしています。

　なお、物品について取得原価または再調達原価が100万円未満のものについては計上しないこととしています。

②有価証券等の評価基準及び評価方法

　・出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。 

　・出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額としています。

　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行う

　　こととしています。

　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしています。

③有形固定資産等の減価償却の方法

　・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　　定額法を採用しています。

　・無形固定資産

　　定額法を採用しています。

④引当金の計上基準及び算定方法

　・徴収不能引当金

　　過去3年間の平均不納欠損率により計上しています。

　・賞与引当金

　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。

　・退職給付引当金

　　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っています。

　・投資損失引当金

　　連結対象団体及び会計に対する、市場価格のない投資及び出資金のうち、実質価額が著しく低下したものについては実質価額と

　　取得価額との差額を計上しています。

　・損失補償等引当金

　　令和5年3月31日時点において当市で契約している損失補償債務を計上しています。

⑤リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。ただし、少額リース資産

　及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。

⑥資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としています。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでいます。

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税込方式によっています。 

重要な会計方針の変更等

　該当なし

重要な後発事象

　該当なし

偶発債務

①保証債務及び損失補償債務負担の状況

　（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していないものの内訳（貸借対照表計上額及び未計上額））　

（単位：千円）

貸借対照表計上額 未計上額

十日町福祉会 ― 27,500 ― 27,500

合計 ― 27,500 ― 27,500

②係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

該当なし

その他追加情報

①対象範囲（対象とする会計）　

会計区分 連結方法

一般会計等

全体会計

全体会計

全体会計

全体会計

全体会計

全体会計

全体会計

全体会計

全体会計

訪問看護事業特別会計

簡易水道事業会計

下水道事業会計

松之山温泉配湯事業特別会計

全体財務４表の注記

総額事項 確定債務額
履行すべき額が確定しないもの

会計名称

一般会計

国民健康保険特別会計

国民健康保険診療所特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

水道事業会計
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　なお、水道事業会計、下水道事業会計と簡易水道事業会計は法適用の地方公営企業であるため、当該法定決算書類の読替えを行い

　財務書類を作成しています。

②地方自治法第235条の5の規定により出納整理期間を設けています。

　財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって

　会計年度末の計数としています。

③端数処理等

　各項目の金額を表示単位未満で四捨五入により処理しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。

④利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額　

　　  957,482 千円

⑤繰越事業に係る将来の支出予定額

　逓次繰越額

　　（一般会計） 　88,925 千円

　繰越明許費

　　（一般会計）1,226,327 千円

　　（特別会計） 　 4,947 千円

　事故繰越し額

　　（一般会計）　 79,234 千円

　繰越額合計

　　（一般会計）1,394,486 千円

　　（特別会計） 　 4,947 千円

　　（全体計）  1,399,433 千円

⑥売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲　

　土地　　261,456 千円

⑦減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

　　積立不足なし

⑧基金借入金（繰替運用）の内容

（単位：千円）

基金の種類 繰替資金額

財政調整基金 1,784,415

減債基金 300,178

その他 2,657,293

⑨地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

        30,662,176 千円

⑩地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

        34,463 千円

⑪純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

　　固定資産等形成分は、固定資産、基金の合計額になっています。

　　また、余剰分（不足分）は、流動資産のうち貸付金及び基金を除いた額に、負債の合計額を控除した金額になっています。

⑫基礎的財政収支

 　　 4,696,577 千円

⑬既存の決算情報との関連性 

　　歳入歳出決算書の集計元となる歳入歳出執行伝票の集計に加えて、資産・負債などのストック情報や現金支出を伴わない

　コストを発生主義で認識しています。 

⑭資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額 

　　減価償却費等により差額が生じています。

⑮一時借入金の状況

  　資金収支計算書には、一時借入金の増減は含まれていません。 なお、一時借入金の借入限度額は6,165,000千円です。 

　支払利息のうち、一時借入金利子は225千円です。 

⑯重要な非資金取引 

　新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額　0千円
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連結会計 （単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 314,883,398   固定負債 86,075,424

    有形固定資産 305,787,816     地方債等 57,729,171

      事業用資産 58,063,331     長期未払金 -

        土地 11,897,678     退職手当引当金 4,939,423

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 27,500

        立木竹 2,578,340     その他 23,379,330

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 8,469,280

        建物 98,918,239     １年内償還予定地方債等 7,423,498

        建物減価償却累計額 -60,744,756     未払金 502,364

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 11,305,519     前受金 6,088

        工作物減価償却累計額 -6,383,711     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 349,229

        船舶 -     預り金 115,552

        船舶減価償却累計額 -     その他 72,548

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 94,544,703

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 318,099,017

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -88,357,848

        航空機 -   他団体出資等分 514,066

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 24,626

        その他減価償却累計額 -20,762

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 488,159

      インフラ資産 240,008,011

        土地 134,956,473

        土地減損損失累計額 -

        建物 4,338,344

        建物減価償却累計額 -1,049,317

        建物減損損失累計額 -

        工作物 156,637,441

        工作物減価償却累計額 -56,204,525

        工作物減損損失累計額 -

        その他 2,080

        その他減価償却累計額 -996

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,328,510

      物品 17,345,848

      物品減価償却累計額 -9,629,374

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 69,808

      ソフトウェア 23,508

      その他 46,301

    投資その他の資産 9,025,775

      投資及び出資金 858,829

        有価証券 659,032

        出資金 199,719

        その他 78

      長期延滞債権 114,941

      長期貸付金 350,516

      基金 7,694,094

        減債基金 -

        その他 7,694,094

      その他 26,596

      徴収不能引当金 -19,201

  流動資産 9,915,911

    現金預金 6,278,696

    未収金 362,501

    短期貸付金 -

    基金 3,215,618

      財政調整基金 2,915,367

      減債基金 300,251

    棚卸資産 40,744

    その他 48,753

    徴収不能引当金 -30,401

  繰延資産 629 純資産合計 230,255,235

資産合計 324,799,938 負債及び純資産合計 324,799,938

連結貸借対照表
（令和6年3月31日現在）
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（単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

  経常費用 50,888,162

    業務費用 25,270,757

      人件費 6,402,077

        職員給与費 5,269,125

        賞与等引当金繰入額 73,110

        退職手当引当金繰入額 138,648

        その他 921,194

      物件費等 17,969,699

        物件費 9,584,548

        維持補修費 919,199

        減価償却費 7,464,589

        その他 1,364

      その他の業務費用 898,981

        支払利息 383,422

        徴収不能引当金繰入額 30

        その他 515,529

    移転費用 25,617,405

      補助金等 15,647,790

      社会保障給付 9,864,170

      その他 105,446

  経常収益 4,588,544

    使用料及び手数料 2,163,904

    その他 2,424,640

純経常行政コスト 46,299,619

  臨時損失 1,183,285

    災害復旧事業費 15,099

    資産除売却損 7,056

    損失補償等引当金繰入額 -2,200

    その他 1,163,330

  臨時利益 1,203,057

    資産売却益 12,822

    その他 1,190,235

純行政コスト 46,279,847
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（単位：千円）

固定資産 
等形成分

余剰分 
(不足分)

他団体
出資等分

前年度末純資産残高 227,935,949 320,393,107 -92,978,364 521,205

  純行政コスト（△） -46,279,847 -46,272,708 -7,139

  財源 46,600,253 46,600,253 -

    税収等 30,662,071 30,662,071 -

    国県等補助金 15,938,182 15,938,182 -

  本年度差額 320,406 327,545 -7,139

  固定資産等の変動（内部変動） -2,835,027 2,835,027

    有形固定資産等の増加 6,640,225 -6,640,225

    有形固定資産等の減少 -9,899,245 9,899,245

    貸付金・基金等の増加 2,830,912 -2,830,912

    貸付金・基金等の減少 -2,406,920 2,406,920

  資産評価差額 -229 -229

  無償所管換等 638,386 638,386

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -36,830 -107,040 70,210 -

  その他 1,397,553 9,820 1,387,733

  本年度純資産変動額 2,319,286 -2,294,090 4,620,515 -7,139

本年度末純資産残高 230,255,235 318,099,017 -88,357,848 514,066

連結純資産変動計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 合計
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（単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和5年4月1日
至　令和6年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 43,308,082

    業務費用支出 17,679,687

      人件費支出 6,236,502

      物件費等支出 10,511,502

      支払利息支出 381,491

      その他の支出 550,191

    移転費用支出 25,628,396

      補助金等支出 15,643,428

      社会保障給付支出 9,864,170

      その他の支出 120,798

  業務収入 49,859,757

    税収等収入 30,678,993

    国県等補助金収入 15,991,808

    使用料及び手数料収入 2,166,512

    その他の収入 1,022,444

  臨時支出 1,163,667

    災害復旧事業費支出 15,099

    その他の支出 1,148,568

  臨時収入 1,190,959

業務活動収支 6,578,967

【投資活動収支】

  投資活動支出 5,742,529

    公共施設等整備費支出 4,280,198

    基金積立金支出 1,133,080

    投資及び出資金支出 20,062

    貸付金支出 307,816

    その他の支出 1,373

  投資活動収入 3,299,944

    国県等補助金収入 1,512,558

    基金取崩収入 827,448

    貸付金元金回収収入 299,578

    資産売却収入 38,992

    その他の収入 621,368

投資活動収支 -2,442,584

【財務活動収支】

  財務活動支出 8,125,142

    地方債等償還支出 8,101,513

    その他の支出 23,629

  財務活動収入 4,465,122

    地方債等発行収入 4,428,456

    その他の収入 36,666

前年度末歳計外現金残高 90,261

本年度歳計外現金増減額 5,451

本年度末歳計外現金残高 95,712

本年度末現金預金残高 6,278,696

財務活動収支 -3,660,020

本年度資金収支額 476,363

前年度末資金残高 5,706,391

比例連結割合変更に伴う差額 230

本年度末資金残高 6,182,984
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重要な会計方針

①有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得原価とし、取得原価が不明なものは原則として再調達原価としています。

　また、開始後については、原則として取得原価とし再調達は行わないこととしています。

　ただし、連結対象団体については、各連結対象団体における評価基準及び評価方法を採用しています。

②有価証券等の評価基準及び評価方法

　・出資金のうち、市場価格があるものは会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。 

　・出資金のうち、市場価格がないものは出資金額をもって貸借対照表価額としています。

　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行う

　　こととしています。

　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしています。

　　ただし、連結対象団体については、各連結対象団体における評価基準及び評価方法を採用しています。

③有形固定資産等の減価償却の方法

　・有形固定資産（事業用資産、インフラ資産） 

　　定額法を採用しています。

　　ただし、連結対象団体については、各連結対象団体における資産種類ごとの評価方法を選択しています。

　・無形固定資産

　　定額法を採用しています。

④引当金の計上基準及び算定方法

　・徴収不能引当金

　　過去3年間の平均不納欠損率により計上しています。

　・賞与引当金

　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当のうち、全支給対象期間に対する本年度の支給対象期間の割合を乗じた額を計上しています。

　・退職給付引当金

　　地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従っています。

　　なお、連結対象団体については、期末における退職給付債務等の見込額を基礎として計上しています。

　・損失補償等引当金

　　令和5年3月31日時点において契約している損失補償債務を計上しています。

⑤リース取引の処理方法

　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています。ただし、少額リース資産

　及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。

⑥資金収支計算書における資金の範囲

　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としています。

　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでいます。

⑦その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

　　税込方式によっています。ただし、連結対象団体において、決算書類が税抜方式にて作成されている場合、当該連結対象団体

　については税抜方式にて連結しています。

　

重要な会計方針の変更等

　該当なし

重要な後発事象

　該当なし

偶発債務

①保証債務及び損失補償債務負担の状況

　（総額、確定債務額及び履行すべき額が確定していないものの内訳（貸借対照表計上額及び未計上額））　

（単位：千円）

貸借対照表計上額 未計上額

十日町福祉会 ― 27,500 ― 27,500

合計 ― 27,500 ― 27,500

②係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

該当なし

その他追加情報

①対象範囲（対象とする会計）　

会計区分 連結方法

一般会計等

全体会計

全体会計

全体会計

全体会計

全体会計

全体会計

全体会計

全体会計

全体会計

事項 確定債務額

国民健康保険特別会計

国民健康保険診療所特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

水道事業会計

松之山温泉配湯事業特別会計

履行すべき額が確定しないもの
総額

会計名称

簡易水道事業会計

下水道事業会計

訪問看護事業特別会計

連結財務４表の注記

一般会計
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連結会計 比例連結

連結会計 比例連結

連結会計 比例連結

連結会計 比例連結

連結会計 比例連結

連結会計 比例連結

連結会計 全部連結

連結会計 全部連結

連結会計 全部連結

連結会計 全部連結

連結会計 全部連結

連結会計 全部連結

連結会計 全部連結

連結会計 全部連結

　なお、水道事業会計、下水道事業会計と簡易水道事業会計は法適用の地方公営企業であるため、当該法定決算書類の読替えを行い
　財務書類を作成しています。

②地方自治法第235条の5の規定により出納整理期間を設けています。

　財務書類の作成基準日は、会計年度末（3月31日）ですが、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後の計数をもって

　会計年度末の計数としています。

③端数処理等

　各項目の金額を表示単位未満で四捨五入により処理しているため、合計等の金額が一致しない場合があります。

④利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額　

　　  957,482 千円

⑤繰越事業に係る将来の支出予定額

　逓次繰越額

　　（一般会計） 　88,925 千円

　繰越明許費

　　（一般会計）1,226,327 千円

　　（特別会計） 　 4,947 千円

　事故繰越し額

　　（一般会計）　 79,234 千円

　繰越額合計

　　（一般会計）1,394,486 千円

　　（特別会計） 　 4,947 千円

　　（全体計）  1,399,433 千円

⑥売却可能資産に係る資産科目別の金額及びその範囲　

　土地　　261,456 千円

⑦減債基金に係る積立不足の有無及び不足額

　　積立不足なし

⑧基金借入金（繰替運用）の内容

（単位：千円）

基金の種類 繰替資金額

財政調整基金 1,784,415

減債基金 300,178

その他 2,657,293

⑨地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが見込まれる金額

        30,662,176 千円

⑩地方自治法第234条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

        34,463 千円

⑪純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

　　固定資産等形成分は、固定資産、基金の合計額になっています。

　　また、余剰分（不足分）は、流動資産のうち貸付金及び基金を除いた額に、負債の合計額を控除した金額になっています。

⑫基礎的財政収支

 　　  4,823,506千円

⑬既存の決算情報との関連性 

　　歳入歳出決算書の集計元となる歳入歳出執行伝票の集計に加えて、資産・負債などのストック情報や現金支出を伴わない

　コストを発生主義で認識しています。 

⑭資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額 

　　減価償却費等により差額が生じています。

⑮一時借入金の状況

  　資金収支計算書には、一時借入金の増減は含まれていません。 なお、一時借入金の借入限度額は6,165,000千円です。 

　支払利息のうち、一時借入金利子は225千円です。 

⑯重要な非資金取引 

　新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額　0千円

株式会社オスポック

一般財団法人十日町地域地場産業振興センター

中里地域開発株式会社

株式会社なかさと

松代総合開発株式会社

公益財団法人松之山担い手公社

有限会社湯米心まつのやま

津南地域衛生施設組合

魚沼地区障害福祉組合

十日町地域広域事務組合

新潟県後期高齢者医療広域連合

新潟県市町村総合事務組合

株式会社まちづくり川西

当間高原開発株式会社
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